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今年２月に政府がまとめた「社会保障・税一体改革大綱」では、相続税の基礎控除等の見直しを行うことが明記され、いよいよ相続税の増税が現実味を帯びてきました。こうした税制の激変を見越してか、「安い税金で後世に財産を残したい」「家族が相続税の支払いに困らないように手を打ちたい」といった資産家が増えています。
後世へより多くの財産を残すための方法としては、生前贈与の活用、遊休不動産の効果的な活用（賃貸住宅経営など）などが代表的ですが、「法人」を活用することで、より幅広い対策が可能となります。

　本レポートでは、法人を活用した相続対策の具体的な実行の流れ、対策実行時のメリット・デメリットや留意点を解説します。

法人を活用した相続対策としては、①「不動産管理会社」を活用する方法、②実際に不動産を所有する「所有型法人」と呼ばれる法人を活用する方法――の２つの方法が考えられます。いずれも法人を活用する点では同じですが、具体的なスキームは大きく異なります。

　
　不動産会社を活用した相続対策とは、端的に言えば、不動産オーナーが個人で所有している物件の管理を委託し、管理料を支払うことでオーナー個人の所得税を圧縮し、また、法人が得た所得を役員給与として親族などに移転していく方法です。
不動産管理会社を用いた相続対策には、次の二つの前提条件があります。

■不動産管理会社を用いた相続対策の流れ





　管理型法人を用いた相続対策には多くの税メリットがある一方で、いくつかデメリットも存在します。

■不動産管理会社を活用するメリット


■管理型法人を活用するデメリット


（※注）管理料は、一般的な不動産管理会社が受け取る管理料の相場からかけ離れた金額では否認のリスクが高いとされています。一般的には賃貸収入の５％程度が適正と言われていますが、それでも当局から否認されるリスクは存在します。
　３重もの税圧縮効果があり非常に有効な不動産管理会社ですが、国税当局により否認されるデメリットが年々大きくなっていることから、この方法は活用が非常に難しくなっているようです。
　

前述の通り、管理型法人を用いた相続対策には、管理型法人が“管理の実態”を備えていなければなりません。また、高額な管理料を支払っていれば、常に税務調査のリスクが付きまといます。そこで誕生したのが、次に紹介する所有型法人を用いた相続対策です。





不動産管理会社を用いた相続対策を実行する場合、その会社に“管理の実態”が求められました。ところが所有型法人では、「建物のオーナー＝所有型法人」であり、管理業務の委託は発生していません。よって、“管理の実態”はそもそも必要ないものと考えられています。
　また法人は、実際に賃貸事業を行っており、法人として事業を行っている実態を備えています。

　このように、所有型法人は、管理型法人で問題視された“実態”という条件をクリアしていることが分かります。


　
所有型法人を活用することで、不動産管理会社を活用した対策と比べて次のようなメリットがあります。
①節税効果
　不動産管理会社方式では、賃貸収入が全てオーナーの懐に入るため、その全額が課税の対象でした。一方の所有型法人では、賃貸収入は全て法人に入ります。ですから、そもそもオーナーに不動産所得が発生せず、所有型法人に法人税が課税されることになります。このとき、①役員報酬が法人の損金となり、②各役員への給与支払い時に「給与所得控除」が適用されるため税の圧縮効果が非常に大きくなります。加えて、税率が通常、所得税率＞法人税率ですので、オーナー個人の所得に課税されるよりも、法人が課税を受ける方が有利になる訳です。

②所得の分散効果

　不動産管理会社方式では、オーナー１人に入っていた賃貸収入が親族に分散されます。そのため、オーナーの生前から家族に蓄財できます。将来の相続税の支払いに必要な金銭を蓄えることができますので、生前の相続対策として非常に効果的と言えます。

③法人の収入が所有型＞管理型である

　不動産管理会社方式では、前述の通り管理料に一定の制限が設けられていました。一方で所有型法人においては、賃貸収入は全て法人の収入です。つまり、役員給与の原資が不動産管理会社に比べて大きくなります。つまり、それだけ多く役員給与を支払うことが可能というわけです。
④遺産分割が容易になる
　相続財産としての賃貸不動産は遺産分割が難しく、相続人間で不平等が起きる原因になりやすいものです。この点、所有型法人へ不動産を譲渡することで法人名義となり、結果として「自社株」という形で不動産が相続されることになります。そのため、不動産で遺産分割を行うよりも容易に分割協議を取りまとめることが可能になります。


所有型法人を用いた対策を実行する場合、必ずオーナーから所有型法人へ建物を売却しなければなりません。ですから、オーナー側で譲渡損益が発生することが考えられます。仮に譲渡益が出れば譲渡所得として課税されることになるので、ここでは譲渡益が出ない方法で取引を行う必要があります。
譲渡益の発生しない売買とは、「帳簿価格（未償却残高）」による売買です。
建物は税務上、時価で売買することが前提とされています。そのため、時価よりも著しく低い価額で譲渡された場合（※）、時価で譲渡があったものとみなされ、時価との差額が譲渡所得として課税されます。
この点、帳簿価格は減価償却のルールに則り、適正に減価償却をしてきた結果として算定される価格なので、これを時価と捉えることに税務上の問題はありません。
※参考：時価より低い価額で土地建物を売ったとき


■建物の時価とは？


所有型法人への建物の売買は同族取引ですから、譲渡損益が発生すれば税務調査の対象となる可能性が否定できません。こうした観点からも、譲渡損益の発生しない「帳簿価格」による売買が最適であると言えます。
　ただし、所有型法人へ売却する建物について、過去に「事業用資産の買換え特例（※）」を適用して圧縮記帳している場合、簿価での売買は適していません。このケースでは、特例を適用した“税法上の簿価”と、特例を適用していない“通常通りに減価償却を行った場合の簿価”に差額が発生しています（特例適用の簿価＜通常通りに減価償却を行った場合の簿価）。この差額は、建物売却時に“売却益”となるため、法人に繰越損失や営業損失がある場合を除いて、簿価売買は難しいでしょう。
※参考：事業用の資産を買い換えたときの特例



所有型法人を活用した相続対策においては、「個人（オーナー）の土地に法人の建物が建っている状態」となるため、この土地には「借地権」が存在することになります。
一般的に、借地権が設定されると、借地権設定についての権利金の支払いが生じます。つまり、所有型法人は、オーナーに対してこの権利金を支払うことになるのです。

ところが、同族間（多くは親子間）取引がベースである所有型法人においては、この権利金の支払いが通常通りに行われないケースが非常に多いようです。

この時に問題となるのが、「権利金の認定課税」です。通常支払うべき権利金相当額を法人の受贈益とみなし、法人税が課税されます。
これを回避する方法として、所轄税務署へ「土地の無償返還に関する届出」を提出します。これは、借地権の設定により他人に土地を使用させた場合で、その借地権の設定に係る契約書において将来借地人等がその土地を無償で返還することが定められている場合に届け出る手続です。この届出を行っている場合には、権利金の認定課税は行われません。
■参考（法人税基本通達13－1－7）



　所有型法人を用いて相続対策を実行する場合、オーナー個人の土地に法人が建物を所有している状態にあります。そのため、法人からオーナーに対する地代をどれくらいの金額に設定するか、という問題があります。

　ここでは、①地代を無料とする（使用貸借）、②適正な地代を支払う“賃貸借”とする——という２つのケースが考えられますが、将来の相続のことを考えると、②の賃貸借を選択する方が有利であると言えます。


　賃貸借する場合の地代は、固定資産税と都市計画税の合計金額の２．５倍から３倍に設定します。固定資産税相当額を地代とするケースも見られますが、この場合、税務当局から「使用貸借」と認定され、相続時に土地を自用地評価しなければならなくなる恐れがあります。


　親族のうち、誰を法人の役員にするのかというのは非常に大きな問題です。役員の人数が多ければ多いほど、多額の所得を分散でき、かつ、各役員にかかる所得税の税率を低く抑えることが出来るからです。
　ところが、この所有型法人は、賃貸事業を行っているとはいうものの、実際に役員が毎日業務に従事している訳でもなく、多くの場合は、賃貸収入の受け皿として準備された法人に過ぎません。つまり、一般的に考えて、多数の役員が必要な会社ではないのです。

　むやみに役員の人数を増やすことで、税務当局に不自然な印象を与えかねませんので、役員は３人までに抑えて置くことが望ましいでしょう。5人、６人と役員を増やすことで、税務調査の可能性が飛躍的に高まると言われています。
　また、未成年、学生を役員にするのは好ましくありません。これは、会社のことをよく知らない学生を役員とすることで、税務調査において、実体のない役員として役員給与が否認されるリスクになるためです。
■役員設定のポイント

　将来の相続対策として非常に効果的な所有型法人ですが、ひとつ大きな落とし穴があります。それは、相続発生間近になると実行が難しいということです。
　例えば、建築価格６千万円の建物では、相続税評価額はおおむね３千万円（※注）となります。この建物を簿価５千万円で売買した場合、相続税評価額との差額２千万円の現金は相続財産を構成します（法人が建物代金を分割返済している場合は、貸付金（未収金）債権として相続財産になる）。つまり、このケースでは、簿価売買をすることによって相続財産が２千万円も増加するのです。
　そのため、所有型法人へ建物を売買した後は、オーナーが得た売却代金を速やかに減らす努力が必要になりますが、所有型法人への売買から間もなく相続が発生した場合には、これが不可能です。相続はいつ発生するか分からないものですから、所有型法人の活用を考えているのであれば、早い時期に実行することが肝要です。
　なお、相続発生までにあまり時間がないという場合、建物をオーナーと法人の共有にする方法も考えられます。

（※注）固定資産税評価額＝建築価格の７割、相続税評価額＝固定資産税評価額の７割として計算。
　建物の売却代金を減らす方法として、親族への贈与が挙げられます。贈与税と相続税の税率はともに５０％を最高とする累進税率ですが、贈与税の方が累進税率のカーブがきつく、より少ない財産の移転であっても高い税率がかかってきます。ですから、基本的には基礎控除１１０万円の枠内で贈与を行うことが得策です。しかしながら、建物の売却代金が非常に高額である場合や、推定被相続人であるオーナーが高齢であるような場合には早期に贈与を行う必要があるため、多少の税金を支払ってでも贈与した方がいいケースもあります。これについてはケースバイケースですので、慎重に検討をしなければなりません。
■贈与税額の計算式
■相続税と贈与税の税率比較

	基礎控除後の課税価格
	税率
	控除額

	200万円以下
	10％
	－

	300万円以下
	15％
	10万円

	400万円以下
	20％
	25万円

	600万円以下
	30％
	65万円

	1,000万円以下
	40％
	125万円

	1,000万円超
	50％
	225万円


	課税標準
	税率
	控除額

	1,000万円以下
	10％
	－

	3,000万円以下
	15％
	50万円

	5,000万円以下
	20％
	200万円

	1億円以下
	30％
	700万円

	3億円以下
	40％
	1,700万円

	3億円超
	50％
	4,700万円


　通常の贈与のほか、法人に対して売却代金（貸付金）を免除（分割返済の場合）してしまう方法も考えられます。この場合、法人は“債務免除益”として法人課税を受けることになりますが、法人に欠損金があれば相殺することが可能です。

　オーナーに相続が発生した後、いったん相続人が土地を相続することになりますが、この土地は法人へ売却します。こうすることで相続人は、相続税の納税資金を確保することができます。

　なお、このとき、所有型法人が銀行から土地の購入代金を借入することにより、借入利息を所有型法人の損金とすることができます。
　土地を売却することにより、相続税の支払いを法人に転嫁することができるだけでなく、所有型法人においても節税効果が期待できるのです。
■土地を売却することによる効果

なお、相続人から所有型法人へ土地を売却することにより、相続人には譲渡所得税が課税されることになりますが、「相続財産を譲渡した場合の取得費の特例（※参考）」を適用することで、税額を最小限に抑えることができます。
この特例は、相続により取得した財産を、相続開始以後の一定期間内に譲渡した場合に、相続税額のうち一定の金額を「譲渡所得の取得費」に加えることができるものです。
※参考：相続税が取得費に加算される特例(相続財産を譲渡した場合の取得費の特例)
財産を上手に後世へ残すために


法人を活用した


相続対策





〇〇〇〇〇〇〇会計事務所


〇


〇


〇


〇


ｖ





1





法人を活用した節税対策の基本的知識


所有型法人の問題点とその解決策


実行時に気を付けるべきポイント








2








3





法人を活用した節税対策の基本的知識

















1








不動産管理会社を用いた相続対策　
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前提①：個人の土地に、個人の建物が建っている。


前提②：建物は「賃貸事業用」である。








ケース①





























①オーナーが法人へ不動産の管理を委託します


②オーナーから法人に対して「管理料」が支払われます。


③法人は、役員である親族に対し役員給与を支払います。











ケース②





























①オーナーが法人へ不動産を一括賃貸します。


②法人は不動産を外部へ転貸します。


③法人は、転貸先から得た賃貸収入から一定の金額を差し引き、賃貸料をオーナーへ支払います。


④法人は、役員である親族に対して役員給与を支払います。
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不動産管理会社を活用するメリット・デメリット　








オーナーの支払う管理料が不動産所得の必要経費となり、所得税額が減る。


法人から役員である親族に支払われる役員給与は法人の損金となり、法人税額が圧縮される。


各役員が受け取る役員給与には“給与所得控除”が適用される。





国税当局の内規では、オーナーの支払う管理料（ケース②では、転貸先からの賃料と、オーナーに支払われる賃料の差額）に「上限が設けられている」とされており、資産を大きく移転することはできない。（※注）


管理型法人に管理の“実態”がなければ、税務調査で否認される。





所有型法人による相続対策
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ケース①（既存物件があるケース）



































①土地は個人所有のまま、建物のみを法人へ売却


②法人は、購入した賃貸物件を外部へ賃貸。


③賃貸収入は全て法人へ


④役員給与として、親族へ賃貸収入を分散。








ケース②（新規物件を建設するケース）



































①法人が建物資金を調達


②法人名で建物を建築





所有型法人を活用したことによる効果
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所有型法人方式の問題点とその解決策
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建物売却時の課税　　　　　
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土地や建物を売ったときは、実際の売却価額を収入金額として、譲渡所得が計算されるのが原則です。


しかし、土地や建物の売却先が法人であり、しかも売却価額が時価の2分の1を下回っている場合は、売った土地や建物の時価を収入金額として譲渡所得が計算されます。


例えば、同族会社の代表者個人がその会社に時価1億円の土地を4,000万円で売った場合は、売った金額4,000万円ではなく1億円が譲渡所得の収入金額になります。（所法59、所令169）





（国税庁ホームページ　タックスアンサーより抜粋）





固定資産税評価額


建築価格（＝取得価額）


不動産鑑定に基づく価額


帳簿価額（未償却残高）











絶対の“時価”はない





個人が、事業の用に供している特定の地域内にある土地建物等を譲渡して、一定期間内に特定の地域内にある土地建物等の特定の資産を取得し、その取得の日から1年以内に買換資産を事業の用に供したときは、一定の要件のもと、譲渡益の一部に対する課税を将来に繰り延べることができます（譲渡益が非課税となるわけではありません。）。　


これを、事業用資産の買換えの特例といいます。


この特例を受けますと、 売った金額より買い換えた金額の方が多いときは、売った金額に20％を掛けた額を収入金額として譲渡所得の計算を行います。


売った金額より買い換えた金額の方が少ないときは、その差額と買い換えた金額に20％を掛けた額との合計額を収入金額として譲渡所得の計算を行います。





(1)　譲渡資産の譲渡価額と買換資産の取得価額が同額か、又は、買換資産の取得価額の方が多い場合


イ　譲渡資産の譲渡価額×0.2＝収入金額


ロ　(譲渡資産の取得費＋譲渡費用)×0.2＝必要経費


ハ　収入金額－必要経費＝課税される譲渡所得の金額





 (2)　譲渡資産の譲渡価額が買換資産の取得価額より多い場合


イ　譲渡資産の譲渡価額－買換資産の取得価額×0.8＝収入金額


ロ　(譲渡資産の取得費＋譲渡費用)×(収入金額÷譲渡資産の譲渡価額)＝必要経費


ハ　収入金額－必要経費＝課税される譲渡所得の金額





（国税庁ホームページ　タックスアンサーより抜粋）





借地権の認定課税の問題をクリアする
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底地　個人





借地権　法人





建物　法人





権利金の支払い





（権利金の認定見合せ）


13－1－7　法人が借地権の設定等により他人に土地を使用させた場合（権利金を収受した場合又は特別の経済的な利益を受けた場合を除く。）において、これにより収受する地代の額が13－1－2に定める相当の地代の額に満たないとき（13－1－5の取扱いの適用があるときを除く。）であっても、その借地権の設定等に係る契約書において将来借地人等がその土地を無償で返還することが定められており、かつ、その旨を借地人等との連名の書面により遅滞なく当該法人の納税地の所轄税務署長（国税局の調査課所管法人にあっては、所轄国税局長。以下13－1－14までにおいて同じ。）に届け出たときは、13－1－3にかかわらず、当該借地権の設定等をした日の属する事業年度以後の各事業年度において、13－1－2に準じて計算した相当の地代の額から実際に収受している地代の額を控除した金額に相当する金額を借地人等に対して贈与したものとして取り扱うものとする。


 　使用貸借契約により他人に土地を使用させた場合（13－1－5の取扱いの適用がある場合を除く。）についても、同様とする。（昭55年直法2－15「三十一」により追加、平15年課法2－7「四十八」により改正） 





(注)


1　本文の取扱いを適用する場合における相当の地代の額は、おおむね3年以下の期間ごとにその見直しを行うものとする。この場合において、13－1－2の(注)1中「借地権の設定等の時」とあるのは「当該事業年度（その事業年度が連結事業年度に該当する場合には、当該連結事業年度）開始の時」と読み替えるものとする。


2　当該法人が連結納税基本通達16－1－7《権利金の認定見合せ》の取 扱いによる届出を行っていた場合についても、本通達の適用がある。





実行時に気を付けるべきポイント
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地代の支払い
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使用貸借　➡　相続時の土地の評価は「自用地評価額×（１－借地権割合×借家権割合×賃貸割合）」


賃貸借　　➡　賃貸借で、無償返還の届出を行っている場合、相続時の土地評価は「自用地評価　×　８０％」になる　　　





法人の役員を設定する
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父親は役員にしない。


人数が多ければ多い程、所得の分散が可能。


役員の人数には制限があり、注意が必要。


未成年者、学生は役員としないことが望ましい。





いつ対策を実行するべきか
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（１年間に贈与を受けた財産の合計額 － 基礎控除１１０万円）× 税率 － 控除額





相続税の税率　　　　　　　　　　　　　　　 贈与税の税率





相続後は土地を売却する








4








(1)　特例の概要


　この特例は、相続により取得した土地、建物、株式などを、一定期間内に譲渡した場合には、相続税額のうち一定金額を譲渡資産の取得費に加算することができるというものです。





(注)　この特例は譲渡所得のみに適用がある特例ですので、株式等の事業所得、雑所得に係る株式等の譲渡については、適用できません。





(2)　特例を受けるための要件


イ　相続や遺贈により財産を取得した者であること。


ロ　その財産を取得した人に相続税が課税されていること。


ハ　その財産を、相続開始のあった日の翌日から相続税の申告期限の翌日以後3年を経過する日までに譲渡していること。





(3)　取得費に加算する相続税の額


　取得費に加算する相続税の額は、次のイ及びロで計算した金額の合計額又はハの金額のいずれか低い金額となります。


イ　土地等を売った場合


　土地等を売った人にかかった相続税額のうち、その者が相続や遺贈で取得したすべての土地等(注)に対応する額





(注)


1　土地等とは、土地及び土地の上に存する権利をいいます。


2　土地等には、相続時精算課税の適用を受けて、相続財産に合算された贈与財産である土地等や、相続開始前3年以内に被相続人から贈与により取得した土地等が含まれ、相続開始時において棚卸資産又は準棚卸資産であった土地等や物納した土地等及び物納申請中の土地等は含まれません。





＜算式＞











　ただし、既にこの特例を適用して取得費に加算された相続税額がある場合には、その金額を控除した額となります。





ロ　土地等以外の財産（建物や株式など）を売った場合


　土地等以外の建物や株式などを売った人にかかった相続税額のうち、譲渡した建物や株式などに対応する額





＜算式＞











建物を売った場合の取得費に加算する相続税の額の計算式


ハ　この特例を適用しないで計算した譲渡所得の金額





（国税庁ホームページ　タックスアンサーより抜粋）











